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総会により採択された決議
第６委員会の報告（A/65/465）に基づいて
65/22　2010年に改定されたUNCITRAL仲裁規則
総会は，
すべての人々，特に開発途上国の人々の利益において，国際取引法の漸次的な調
和と発展を促進する目的で，国際連合国際商取引法委員会を設立した，1966年12月
の決議2205（XXI）を喚起し，
また，国際連合国際商取引法委員会の仲裁規則の使用を推薦した1976年12月15日
の決議31／98を喚起し，
その仲裁規則が，大いに成功を収めうる規定として認められ，かつ，世界のあら
ゆる場所において，私人たる商人間の紛争，投資国紛争，国家間紛争ならびに仲裁
制度により管理された商事紛争を含む広範囲の紛争を射程とする状況の幅広い多様
性において使用されたことを注記して，
国際取引の現実の実務に合致し，仲裁実務においてこの30年以上生じた諸変化に
対応するために，仲裁規則を改定する必要性を認識して，
現実の実務に反映するために2010年に改訂された仲裁規則が本規則の下での仲裁
の効率性を特に高めるであろうことを信じて，
異なる法的，社会的また経済的体制の国々に受け入れられる仕方での仲裁規則の
改定が調和のある国際経済関係と法の支配を継続して強化することにとりわけ寄与
できることを確信して，
2010年に改定された仲裁規則の準備が諸政府と関連団体との評議と拡大した諮問
の主題であったこと，また，改定された規定が国際商事紛争の公平かつ能率的な解
決のための調和のとれた法的枠組の確立に大いに寄与すると期待されうることを注
記して，
また，2010年に改定された仲裁規則は，国際連合国際商取引法委員会の43部にお
いて十分な評議の後，委員会により採択されたことを注記して＊2，
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＊２　同所，65部，Supplement No.17（A/65/17），chap. III
１ 仲裁規則の改定された規定を作成し，採択したこと，その規則には43部の作
業において国際連合国際商取引法委員会の報告書に附則が含まれていることに
感謝を表意する＊2。
２ 国際商事関係の状況で生ずる紛争解決において，2010年に改定された仲裁規
則の使用を推薦する。
３ 事務総長に，2010年に改定された仲裁規則が一般的に知られかつ利用されう
るようになることを確保すべくあらゆる努力をするよう要請する。
第57回全体会合
2010年12月６日
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＊２　同所，annex I.
UNCITRAL仲裁規則
（2010年改訂版）
第１章　総則
第１条　適用の範囲
１．当事者が契約に関わるか否かを問わず，定義された法的関係に関する当事者
間の紛争がUNCITRAL仲裁規則の下での仲裁に付託されると合意したときに
は，その紛争は，当事者が合意する修正の下で，本規則にしたがい解決される
ものとする。
２．2010年８月15日以降に締結された仲裁合意の当事者は，仲裁の開始時に発効
している本規則に付託したと推定されるものとする。ただし，当事者が特別な
版の規則を適用することに合意したときは，この限りでない。この推定は，仲
裁合意が2010年８月15日以前になされた申込みをその日以後に受け取ることに
より締結されたときには，適用されない。
３．本規則は，本規則のなにかが当事者の違背できない仲裁の準拠法の規定と抵
触しており，その規定が優越するときを除き，仲裁を支配するものとする。
第２条　通知と期間の計算
１．通知書，通信書または提案書を含む通知は，その送達記録を提供しまたは許
容されるときには，あらゆる伝達手段により送達されうる。
２．宛先が一方当事者により特にこの目的で指定され，また，仲裁廷により認可
されたときには，すべての通知は，その当事者のその宛先に送達されるものと
する，また，このように送達されたときには，受領されたとみなされるものと
する。ファクシミリやＥメールなどの電子的手段による送達は，そのように指
定されまたは認可された宛先にのみなされうる。
３．そのような指定や認可がないときには，通知は，
（ａ）名宛人に物理的に配達されたときには，もしくは，
（ｂ）名宛人の就業地，常居所もしくは郵送の宛先に配達されたときには，受
領されたとみなされる。
４．合理的な努力を尽くした後で，送達が本条第２項または第３項にしたがい実
施されなかったときには，通知は，名宛人の最後の知られたる就業地，常居所
もしくは郵便の宛先に，書留郵便または配達記録または試みられた送達の記録
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を提供する他の手段により送付されたときには，受領されたとみなされる。
５．通知はそれが本条第２項ないし第４項にしたがい送達され，または，第４項
にしたがい送達が試みられた日に受領されたとみなされるものとする。電子的
手段によりなされた通知は，そのようになされた仲裁の通知が名宛人の電子ア
ドレスに到達する日に専ら受領されたとみなされるときは，この限りでない。
６．本規則の下で期限を計算するときには，その期限は通知が受領された翌日に
開始するものとする。その期限の最終日が名宛人の常居所または就業地で公的
な休日もしくは非労働日であるときには，その期限は，その日に続く最初の労
働日まで伸張される。期限の徒過する間の公的な休日もしくは非労働日は期限
を計算するときに算入される。
第３条　仲裁の通知
１．仲裁への付託を開始する１名または複数の当事者（以下，「申立人」という）
は，他の１名または複数の当事者（以下，「相手方」という）に対して仲裁の
通知を送達するものとする。
２．仲裁手続は，仲裁の通知が相手方により受領された日に開始するとみなされ
るものとする。
３．仲裁の通知には，以下に掲げる事項を含むものとする：
（ａ）紛争が仲裁に付託されるとの請求
（ｂ）当事者の氏名と連絡先の詳細
（ｃ）援用される仲裁合意の同一証明
（ｄ）紛争が生じた，または，関連する契約書または他の法的文書の同一証明，
そのような契約書または文書が存在しないときには，相関関係について
の簡略な記載
（ｅ）請求の簡略な記載と関連する金額の指示
（ｆ）救済方法もしくは求める救済
（ｇ）当事者が事前にそれに同意していないときには，仲裁人の数，言語なら
びに仲裁地
４．仲裁の通知には，また，以下に掲げる事項を含みうる。
（ａ）第６条１項に言及される任命機関の指定の提案
（ｂ）第８条１項に言及される単独の仲裁人の任命の提案
（ｃ）第９条または第10条に言及される仲裁人の任命の通知
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５．仲裁廷の構成は，仲裁の通知書の不完全に関する論争により妨げられてはな
らない。この論争については，仲裁廷により最終的に解決されるものとする。
第４条　仲裁の通知に対する答弁
１．仲裁の通知の受領後30日以内に，相手方は，以下に掲げる事項を含む仲裁の
通知に対する答弁書を申立人に送付するものとする。
（ａ）各相手方の氏名と連絡先の詳細
（ｂ）第３条第３項（ｃ）ないし（ｇ）により仲裁の通知に言及された情報への
答弁
２．仲裁の通知に対する答弁書には，また，以下に掲げる事項を含みうる：
（ａ）本規則の下で構成される仲裁廷が管轄に欠如するとの抗弁
（ｂ）第６条第１項に言及される任命機関の指定の提案
（ｃ）第８条第１項に言及される単独の仲裁人の任命の提案
（ｄ）第９条または第10条に言及される仲裁人の任命の通知
（ｅ）存在するならば，相関する場合を含む相殺のための反対申立てまたは申
立ての簡潔な記載，関連する金額の指示ならびに救済方法もしくは求める
救済
（ｆ）相手方が申立人以外の仲裁合意の当事者に対して申し立てるときには，
第３条にしたがった仲裁の通知
３．仲裁廷の構成は，仲裁の通知に対する答弁書を送達することの相手方の懈怠，
または，仲裁の通知への不完全また遅れた答弁に関する議論より妨げられては
ならない。この議論については，仲裁廷により最終的に解決されるものとする。
第５条　代理と補佐
各当事者は，その者により選任された者により代理または補佐されうる。それら
の者の氏名と宛名は，すべての当事者および仲裁廷に通知されなければならない。
その通知には，任命が代理または補佐の目的でなされたかを明記しなければならな
い。ある者がある当事者の代理人として行為するときには，仲裁廷は，その発意ま
たは当事者の要請に基づき，いつでも，仲裁廷が決定する方式で代理人に付与され
た権限の証明を求めることができる。
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第６条　指名かつ任命する機関
１．当事者が既に任命した機関の選択について合意していなければ，当事者は，
いつでもハーグ常設裁判所（以下，「PCA」という）の事務総長を含む，その
中の１つが任命する機関として業務を行う１つないし複数の施設と人の名前を
提案することができる。
２．前項にしたがってなされた提案が他のすべての当事者による受領後30日以
内に，すべての当事者が任命する機関の選択について合意しなかったときに
は，いかなる当事者もPCAの事務総長に任命機関を指名するよう求めることが
できる。
３．本規則が，当事者の任命機関に関する事項に言及しなければならない期限を
定めたときで，いかなる任命機関も合意されず，または，指定されなかったと
きには，その期限は，当事者が任命機関に合意しまたは指定する手続を開始し
た日から，そのような合意または指定の日まで伸張される。
４．第41条第４項に言及される場合を除き，任命機関が行為することを拒絶し，
または，仲裁機関が当事者によるそのように行為する要請を受領した後30日以
内に仲裁人を選任することを怠り，または，当事者かそのように行為する要請
を受領した後相当の期間内に仲裁人の忌避についての決定することを怠るとき
には，すべての当事者は，PCAの事務総長に代替する任命機関を指定するよう
求めることができる。
５．本規則の定める職務を遂行するにあたり，任命機関とPCAの事務総長は，当
事者および仲裁人より，必要と思料する情報を求めることができる。また，当
事者は，適宜であるときには，仲裁人に，適切であると考慮する仕方でそれら
の見解を提示する機会を与えるものとする。また，任命機関及びPCAの事務総
長に対する，または，仲裁人からのすべてのそのような連絡事項は，他のすべ
ての当事者に送達により提供されるものとする。
６．任命機関は，第８条ないし10条または第14条により仲裁人を任命するよう求
められたときには，要請をした当事者は，仲裁の通知書の写し，また，存在す
るときには，仲裁の通知書に対する答弁書を任命機関に送付するものとする。
７．任命機関は，独立かつ公正な仲裁人の任命を確保するに資する考慮に留意す
るものとする，また，当事者の国籍以外の国籍を有する仲裁人を任命すること
の妥当性を考慮に入れるものとする。
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第２章　仲裁廷の構成
第７条　仲裁人の数
１．当事者が仲裁人の数について事前に合意していなかったとき，また，相手方
による仲裁の通知書の受領後30日以内に，当事者が単独の仲裁人だけであるこ
とに合意しなかったときには，３名の仲裁人が任命されるものとする。
２．前項にもかかわらず，前項に定められた期限内における単独の仲裁人を任命
する一方当事者の申込みに，他の当事者が返答しなかったとき，また，１名ま
たは複数の当事者が第９条または第10条にしたがって２人目の仲裁人を任命し
ないときには，任命機関は，一方当事者の求めに応じて，第８条第２項に定め
られた手続にしたがい，事件の状況に照らして適宜であると決定するときには，
単独の仲裁人を任命することができる。
仲裁の申立て（第８～10条）
第８条
１．当事者が単独の仲裁人が任命されることに合意したときで，かつ，単独の仲
裁人の任命を求める提案の他のすべての当事者による受領後30日以内に，当事
者がそれについて合意に達しなかったときには，当事者の求めに基づき，単独
の仲裁人が任命機関により任命されるものとする。
２．任命機関は，可及的速やかに単独の仲裁人を任命するものとする。任命する
にあたり，任命機関は，下記の名簿人手続を使用するものとする。ただし，当
事者が名簿人手続をしてはならないことに合意しているとき，または，任命機
関が，その裁量で，名簿人手続の使用が事件には適切でないと決定するときは
この限りでない。
（ａ）任命機関は，少なくとも３名の氏名を含む同一の名簿を各当事者に通知
するものとする。
（ｂ）この名簿の受領後15日以内に，各当事者は，反対する氏名を消去し，そ
の名簿上に残存する氏名を選好する順に番号をつけた後で，任命機関にそ
の名簿を返却することができる。
（ｃ）上記の期間の徒過後，任命機関は，返却された名簿上で是認された氏名
の中から，当事者により指示された選好の順位をしたがい，単独の仲裁人
を任命するものとする。
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（ｄ）何らかの理由で，任命がこの手続によりなされえなかったときには，任
命機関は，単独の仲裁人を任命する裁量権を行使することができる。
第９条
１．３名の仲裁人が任命さるべきときには，各当事者は１名の仲裁人を任命する
ものとする。かように任命された２名の仲裁人は，仲裁廷の長を務める仲裁人
として行為する第３の仲裁人を選任するものとする。
２．一方当事者からの１名の仲裁人の任命の通知の受領後30日以内に，他の当事
者が任命した仲裁人を最初の当事者に通知しなかったときには，最初の当事者
は，任命機関に第２の仲裁人を任命することを求めることができる。
３．第２の仲裁人の任命後30日以内に，２名の仲裁人が長を務める仲裁人の選任
に合意しなかったときには，長を務める仲裁人は，第８条の下で単独の仲裁人
が任命されると同一の仕方で，仲裁機関により任命されるものとする。
第10条
１．３名の仲裁人が任命さるべき場合で，かつ，申立人または相手方として多数
の当事者がいるが，当事者が仲裁人の他の任命方法に同意しないときを除き，
第９条第１項の目的で，多数当事者は，申立人としてであるともしくは相手方
としてであるとを問わず，共同して，１名の仲裁人を任命するものとする。
２．当事者が，仲裁廷は１名または３名以外の仲裁人の数の仲裁人で構成さるべ
きことに合意したときには，仲裁人は，当事者により合意された方法により任
命されるものとする。
３．本規則の下で，仲裁廷を構成することに懈怠のある場合には，任命機関は，
当事者の求めがあれば，仲裁廷を構成するものとする，また，その構成をする
にあたり，既になされた任命を取り消し，各仲裁人を任命または再任命し，ま
た，それらの内の１名を長を務める仲裁人として指名するものとする。
仲裁人の開示と忌避（第11～13条）
第11条
ある者が仲裁人としてのあり得る任命に関連して申し込まれたときには，その者
は，その公平性または独立性に関する正当化されうる疑問を生じうる状況を開示す
るものとする。仲裁人は，その者の任命のときから，また，仲裁手続を通じて，当
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事者または他の仲裁人に遅滞なくそのような状況を開示するものとする。ただし，
それらの者がこれらの状況についてその者から知らされていたときには，この限り
でない。
第12条
１．仲裁人の公平性または独立性に関して正当な疑問を生ずる状況が存在すると
きには，仲裁人は忌避されうる。
２．当事者により任命された仲裁人は，任命がなされた後で知り得た理由でのみ，
忌避されうる。
３．仲裁人が行為することを怠り，または，仲裁人の職務を履践する法律上また
は事実上不可能な場合には，第13条に定められた仲裁人の忌避に関する手続が
適用されるものとする。
第13条
１．仲裁人を忌避しようとする者は，忌避される仲裁人の任命の通知後15日以内
に，また，その当事者が第11条と第12条に記載された状況を知り得た後15日以
内に，仲裁人の忌避の通知書を送付するものとする。
２．忌避の通知書は，他のすべての当事者，忌避を申し立てられた仲裁人および
他の仲裁人に通知されるものとする。忌避の通知書には，忌避の理由を記載す
るものとする。
３．ある仲裁人がある当事者により忌避を申し立てられたときには，すべての当
事者はその忌避に同意することができる。また，その仲裁人も，忌避の申立後，
その職務を辞退することができる。いずれの場合にも，この辞退は忌避の理由
の正当性の承認を意味しない。
４．忌避の通知日から15日以内に，すべての当事者がその忌避に同意せず，また，
忌避を申し立てられた仲裁人が辞退しないときには，忌避を申し立てた当事者
は，その忌避に異議を述べることを選択することができる。その場合には，忌
避の通知日から30日以内に，その当事者は，仲裁機関による異議について決定
を求めるものとする。
第14条　仲裁人の代替
１．本条第２項の下で，仲裁人が仲裁手続の途中で代替された場合には，代替す
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る仲裁人は，代替された仲裁人の任命と選択に適用される第８条ないし第11条
に定める手続にしたがい任命され，選択されるものとする。この手続は，代替
される仲裁人を任命する過程中，当事者が任命する，または，その任命に参加
するその権利の行使を懈怠したとしても，適用されるものとする。
２．当事者の求めに基づき，仲裁機関は，事件の例外的な状況に鑑み，ある当事
者が代替する仲裁人を任命する権利を奪われたことが正当化されるならば，当
事者および残余する仲裁人に意見を表明する機会を与えた後で，（a）代替する
仲裁人を任命すること，または，（b）審問の終了後，他の仲裁人に仲裁の手続
をなすことを許容し，また，その決定または仲裁判断をなすことができる。
第15条　仲裁人の代替の場合における審問の再開
仲裁人が代替したときには，手続は，代替される仲裁人がその職務をなすことを
終了した段階で，再開されるものとする。ただし，仲裁廷が別段に決定するときは
このかぎりでない。
第16条　免責
意図的な不法行為の場合を除き，当事者は，準拠法の下で許容される十全な範囲
で，仲裁人ならびに仲裁機関により任命されたすべての者に対する，仲裁に関連す
るすべての行為または不作為に基づくすべての請求を放棄する。
第３章　仲裁手続
第17条　総則
１．本規則の下で，仲裁廷は，当事者が同等に取り扱われており，また，手続の
適宜な段階で，各当事者が事件について意見を述べる相当な機会が与えられる
ことを条件として，適切であると考慮する仕方で仲裁を行うことができる。仲
裁廷は，その裁量権を行使するにあたり，不必要な遅滞と費用を回避し，当事
者の紛争を解決するために．公平で効率的な進行を提供するよう手続をなすも
のとする。
２．仲裁廷は，仲裁廷の構成後，また，当事者にその意見を表明するよう促した
後で，可及的速やかに，仲裁の仮の日程表を定めるものとする。仲裁廷は，当
事者にその意見を表明するよう促した後で，いつでも，本規則に定められ，ま
た，当事者により同意されたすべての期限を伸張し，また，短縮することがで
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きる。
３．仲裁廷は，手続の適宜な段階で，当事者が求めるときには，専門鑑定人を含
む証人による証拠の提出のための審問を開催するものとする。その求めがなけ
れば，仲裁廷は，その審問を開催するかどうか，または，手続が記録と他の資
料に基づいてなされるかどうかを決するものとする。
４．当事者による仲裁廷へのすべての通知は，その当事者により他のすべての当
事者になされるものとする。そのような通知は，準拠法の下で仲裁廷がそのよ
うになしうるならば，仲裁廷により別段に許容される場合を除き，同時になさ
れるものとする。
５．仲裁廷は，当事者の求めに基づき，１名またはそれ以上の第三者に，その者
が仲裁合意の当事者であることを条件として，当事者として仲裁に加わること
を許容することができる。ただし，仲裁廷が加わるべき者を含むすべての当事
者に審問される機会を与えた後で，参加人が当事者のある者への不利益のゆえ
に許されるべきでないと認定したときは，この限りでない。
第18条　仲裁地
１．当事者が予め仲裁地について合意しなかったときには，仲裁地は，仲裁廷に
より事件の状況を勘案して決定されるものとする。仲裁合意は，仲裁地でなさ
れたと推定されるものとする。
２．仲裁廷は，評議のために必要であると思料するいかなる場所でも会合するこ
とができる。当事者による別段の合意がなければ，仲裁廷は，審問を含む他の
いかなる目的のために適宜であると思料するいかなる場所でも会合することが
できる。
第19条　言語
１．仲裁廷は，当事者の合意あることを条件として，その任命後速やかに手続に
おいて使用される一つまたは複数の言語を決定するものとする。この決定は，
申立書，弁明書およびすべての他の文書，また，口頭審問がなされるときには，
その審問において使用される一つまたは複数の言語に適用されるものとする。
２．仲裁廷は，申立書または弁明書に添付されたすべての文書，また，手続の途
中で提出された。それらの言語で提出されたすべての補充記録または証拠物が
当事者により合意された，または，仲裁廷により決定された言語に翻訳を添付
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することを命ずることができる。
第20条　申立ての陳述
１．申立人は，仲裁廷により決定された期限内に，相手方および各仲裁人に文書
で記載された申立ての陳述書を通知するものとする。申立人は，仲裁の通知書
が，本条第２項ないし第４項の必要条件にも適合することを条件として，第３
条に記載された仲裁の通知を申立ての陳述書として取り扱うことを選択するこ
とができる。
２．申立ての陳述書には，以下に掲げる事項を含むものとする。
（ａ）当事者の氏名と詳細な連絡先
（ｂ）申立ての根拠となる事実の記載
（ｃ）争点
（ｄ）救済方法もしくは求める救済
（ｅ）申立ての根拠となる法的理由または論拠
３．紛争が生じたことに関連する，または，仲裁合意の契約書または他の法律文
書の写しには，申立ての陳述書に添付されるものとする。
４．申立ての陳述書には，可及的速やかに，申立人の依拠するすべての記録また
は他の証拠が添付されるものとし，または，それらについての言及を含むもの
とする。
第21条　防御の陳述
１．相手方は，仲裁廷により定められた期限内に申立人と各仲裁人に文書で答
弁の陳述書を通知するものとする。相手方は，仲裁の通知書への答弁書が，本
条第２項の必要条件にも適合することを条件として，第４条に記載された仲
裁の通知書への答弁書を答弁の陳述書として取り扱うことを選択することがで
きる。
２．答弁の陳述書は，申立ての陳述書（第20条２項）の（ｂ）ないし（ｅ）号に
対して抗弁するものとする。
３．答弁の陳述書には，可及的速やかに，相手方の依拠するすべての記録また
は他の証拠が添付されるものとし，または，それらについての言及を含むも
のとする。
４．答弁の陳述書，もしくは，仲裁手続の最後の段階で，仲裁廷が遅滞の状況の
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下で正当化されると決定するときには，仲裁廷がそれについて管轄を有するこ
とを条件として，相手方は，反対申立てをなし，相殺の目的で申立てに依拠す
ることができる。
第22条　申立書と答弁書の補正
当事者は，仲裁手続の進行中，反対申立てまたは相殺を目的とする申立てを含む，
その申立書または答弁書を修正しまたは補充することができる。ただし，仲裁廷が，
それをなすことによる遅滞，他の当事者への損害もしくはその他の状況に鑑み，そ
の修正または補充を許容することが不適切であると考慮するときは，この限りでな
い。しかし，反対申立てまたは相殺を目的とする申立てを含む，その申立書または
答弁書は，修正または補充された申立てまたは答弁が仲裁廷の管轄外となるような
仕方で修正または補充されえない。
第23条　仲裁廷の管轄に関する抗弁
１．仲裁廷は，仲裁合意の存在または有効性に関する異議を含む，仲裁廷の管轄
権について裁定を有するものとする。その目的のために，契約の一部を構成す
る仲裁条項は，契約の他の条項から独立する合意として取り扱われるものとす
る。契約が無効であるとの仲裁廷による決定は，自動的に仲裁条項の無効を招
来してはならない。
２．仲裁廷が管轄権を有しないとの抗弁は，遅くとも，答弁の陳述書において，
もしくは，反対申立てまたは相殺を目的とする申立てに関して，反対申立てま
たは相殺を目的とする申立てに対する答弁書においてなされるものとする。当
事者は，１名の仲裁人を任命したまたはその任命に参与したという事実による
抗弁を持ち出すことを排除されない。仲裁廷がその権限の範囲を逸脱したとの
抗弁は，権限の範囲を逸脱していると主張された事項が仲裁手続の間に持ち出
されると即時に，主張されるものとする。仲裁廷は，何れの場合にも，遅滞す
ることが正当化されるならば，その後の抗弁を認めることができる。
３．仲裁廷は，前項に言及した抗弁について，先決問題として，もしくは，本案
に係る仲裁判断として，決定することができる。仲裁廷は，仲裁手続を係属し，
また，仲裁廷の面前にある管轄権に対する係属する不服申立にかかわらず，仲
裁判断をなすことができる。
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第24条　陳述書の追加
仲裁廷は，申立書及び答弁書に加えて，更なる文書による陳述を当事者から求め
ることができる，または，当事者により提出されうると決定し，また，その陳述を
送付する期限を定めるものとする。
第25条　期限
仲裁廷により（申立書また答弁書を含む）陳述書の送付のために定められた期限
は，45日を超えてはならない。ただし，仲裁廷が，その伸張が正当化されると結論
するときには，その期限を伸張することができる。
第26条　仮の措置
１．仲裁廷は，当事者の要請に基づき，仮の措置を許容することができる。
２．仮の措置は，紛争が終極的に決定される仲裁判断を発給する前のいつでも，
仲裁廷が，当事者に，また，制限なく命ずる，例えば以下に掲げるがこれに制
限されることのない，すべての一時的な措置である。
（ａ）紛争の決定の継続中，現状を維持し，または，回復すること
（ｂ）（ⅰ）現時のかつ甚大な損害，または，（ⅱ）仲裁手続そのものへの侵害
を引き起すおそれのある行為をなすことを阻止し，または，差し控える手
段を講ずること
（ｃ）その後の仲裁判断が充足されうる財産を保存する手段を提供すること
（ｄ）紛争解決に関連するまた重要でありうる証拠を保存すること
３．前項（ａ）ないし（ｃ）の下で仮の措置を求める当事者は，以下に掲げる事
項を仲裁廷に得心させるものとする。
（ａ）措置が講じられなければ，損害賠償の付与により適宜に回復できない害
が生ずる恐れがあること，また，措置が許容されたならば，そのような害
が仕向けられた当事者に生ずる恐れがある害を実質的に超えていること
（ｂ）措置を求める当事者が申立ての本案について成功裏に終わる相当な可能
性があること。この可能性に関する決定は，その後の決定をなす際に仲裁
廷の裁量に影響を及ぼしてはならない。
４．第２項（ｄ）における仮の措置の要請に関して，前項（ａ）と（ｂ）に定める
要件は，仲裁廷が適宜であると考慮する範囲でのみ適用されるものとする。
５．仲裁廷は，当事者の申請に基づき，もしくは，例外的な状況においてかつ両
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当事者への事前の通知に基づき，仲裁廷自体の発意に基づき，仲裁廷が許容し
た仮の措置を修正し，延期し，または，終了することができる。
６．仲裁廷は，仮の措置を求める当事者に，措置に関連して適宜な担保を提供す
るよう求めることができる。
７．仲裁廷は，仮の措置が許容された基礎となる状況における重大な変化を即時
に開示するよう当事者に求めることができる。
８．仮の措置を求める当事者は，仲裁廷が，その後，その時に優越する状況で，
その措置が許容されるべきでないと決定するときには，他の当事者に対して措
置により引き起こされたすべての費用と損害について責任を有する。仲裁廷は，
手続の間いつでもそのような費用と損害を付与することができる。
９．当事者による司法機関に対して向けられた仮の措置の要請は，仲裁すること
の合意と両立しえないと，または，合意の放棄として，みなされてはならない。
第27条　証拠
１．各当事者は，その申立てまたは答弁の根拠となる事実を立証する責任を有
する。
２．鑑定証人を含む，事実または評価の争点について，当事者により仲裁廷に証
言することを申請された証人は，その者が仲裁の一当事者であり，または，当
事者と何らかの関係を有するにもかかわらず，とにかく個人でありうる。仲裁
廷による別段の指示がなければ，鑑定証人を含む証人による陳述書は，文書で
提出され，また，それらの者により署名されうる。
３．仲裁手続中のいつでも，仲裁廷は，仲裁廷が決定する期限内に，当事者に記
録，証拠物件もしくは証拠を提出するよう求めることができる。
４．仲裁廷は，提供された証拠の許容性，関連性，重要性ならびに優越性を決定
するものとする。
第28条　審問
１．口頭による審問のときには，仲裁廷は，当事者に，その審問の日時また場所
についての予めの適切な通知を与えるものとする。
２．鑑定証人を含む証人は，仲裁廷により定められた条件の下で審問され，また，
定められた仕方で審尋されうる。
３．審問は，当事者が別段の合意をしなければ，法廷で開催されるものとする。
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仲裁廷は，仲裁の当事者である鑑定証人を含む証人が，原則として退席を求め
ないときを除き，他の証人の証言の間，鑑定証人を含む証人の退席を求めるこ
とができる。
４．仲裁廷は，鑑定証人を含む証人が審問に身体的な現存することを求めない遠
隔通信（ビデオ会議のような）の手段により審尋されることを命ずることがで
きる。
第29条　仲裁廷により任命された鑑定人
１．仲裁廷は，両当事者に諮問した後で，仲裁廷により決定さるべき特別の争点
について，文書で，それについて報告する一名または数名の独立した鑑定人を
任命することができる。仲裁廷により作成された，鑑定人の論究の文書の写し
は，両当事者に送達されるものとする。
２．鑑定人は，原則として任命を引き受ける前に，仲裁廷および両当事者に，そ
の者の資格に関する記述書とその者の公平性と独立性の陳述書を提出するもの
とする。両当事者は，仲裁廷により命ぜられた期間内に，仲裁廷に，鑑定人の
資格，公平性もしくは独立性について何らかの異議を有するかどうかについ
て，情報を提供するものとする。仲裁廷は，そのような異議を受け入れるかど
うかについて即座に決定するものとする。鑑定人の任命後，当事者は，任命が
なされた後でその当事者が知り得たことに異議が理由あるときに限り，鑑定人
の資格，公平性もしくは独立性に異議を述べることができる。仲裁廷は，理由
があれば，なすべき行為を即座に決定するものとする。
３．両当事者は，鑑定人に関連する情報を提供し，または，鑑定人による検査の
ためにその鑑定人が当事者に求めるうる関連する記録もしくは物品を提出する
ものとする。当事者と鑑定人の間に求められた情報または提出の関連性に関す
る紛争は，決定のために仲裁廷に付託されるものとする。
４．鑑定人の報告書の受領に基づき，仲裁廷は，両当事者にその報告書の写しを
送付するものとする。当事者は，その報告書について自らの意見を，文書で表
明する機会を与えられるものとする。当事者は，鑑定人がその報告書において
依拠したすべての記録を調査する権限が与えられるものとする。
５．当事者の求めに基づき，鑑定人は，その報告書の送達の後，両当事者が出
席し，また，鑑定人を尋問する機会を有する審問において審尋されるものとす
る。この審問において，当事者は争点について証言させるために鑑定証人を出
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席させることができる。第28条の規定はその手続適用されるものとする。
第30条　懈怠
１．本規則また仲裁廷により定められた期限内に，十分な根拠を示さないときに，
（ａ）申立人が申立書を送達することを懈怠したときには，仲裁廷が仲裁手続
の終了の命令を下すものとする。ただし，決定される必要のある事項が残存
しており，また，仲裁廷が適宜であると考慮するときは，この限りでない。
（ｂ）相手方が仲裁の通知書に対する答弁書またはその防御の陳述書を送達し
ないときには，その懈怠そのものを申立人の主張の認容として取り扱うこ
となく，手続を続行することを命ずるものとする。本項の規定は，反対申
立てまたは相殺を目的とする主張に対する答弁書を提出することの申立人
の懈怠にも適用する。
２．本規則の下で適式に通知された当事者が，その懈怠につき十分な理由を示す
ることなく審問に出頭することを懈怠するときには，仲裁廷は，仲裁を進行す
ることができる。
３．仲裁廷により記録，証拠物もしくは他の証拠を提出するよう適式に促された
当事者が，その懈怠につき十分な理由を示すことなく定められた期限内に，そ
れらを提出することを懈怠するときには，仲裁廷は，その手元にある証拠に基
づいて，仲裁判断をなしうる。
第31条　審問の終結
１．仲裁廷は，当事者が提供する何か更なる証拠または審問されるべき証人，提
出すべき物を有するか否かを尋ねることができる，また，それが存在しないと
きには，仲裁廷は，審問が終結されたと宣言することができる。
２．仲裁廷は，例外的な状況の理由で必要であると考慮するときは，その発意で
もしくは当事者の申請に基づき，仲裁判断がなされる前のいつでも，審問を再
開することを決定することができる
第32条　異議申立権の放棄
本規則もしくは仲裁合意の何らかの要請への不遵守に，当事者が迅速に異議を述
べることの懈怠は，その当事者によるその異議を申し立てる権利の放棄であるとみ
なされるものとする。ただし，その当事者が，状況の下で，異議を申し立てること
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の懈怠が正当化されることを証明できるときは，この限りでない。
第４章　仲裁判断
第33条　決定
１．複数の仲裁人が存在するときには，すべての仲裁判断または他の仲裁廷の決
定は，仲裁人の過半数によりなされるものとする。
２．手続問題の場合に，過半数がなく，または，仲裁廷がそれを許容するときに
は，必要があれば，仲裁廷の再審査に服することを条件に，主任仲裁人が単独
で決定することができる。
第34条　仲裁判断の形式と効力
１．仲裁廷は，異なる争点について，異なる時点で，別個の仲裁判断をなし得る。
２．すべての仲裁判断は，文書で作成され，両当事者に終局的であり，かつ，拘
束力を有するものとする。両当事者は，遅滞なく，すべての仲裁判断を履行す
るものとする。
３．仲裁廷は，仲裁判断が根拠とする理由を記載するものとする。ただし，両当
事者がいかなる理由も与えられないことに合意したときは，この限りでない。
４．仲裁判断書には，仲裁人により署名されるものとし，また，仲裁判断がなさ
れた日を含み，また，仲裁地を明示するものとする。複数の仲裁人が存在し，
かつ，その内のある者が署名できないときには，仲裁判断書には，署名の欠如
の理由を記載するものとする。
５．仲裁判断は，すべての当事者の合意の基づき，もしくは，その開示が権利を
保護し追求するために，または，裁判所または権限を有する官庁の面前での法
的手続に関連して，法的な義務によりある当事者に求められている場合とその
範囲において，公開されうる。
６．仲裁人により署名された仲裁判断書の謄本は，仲裁廷により両当事者に送付
されるものとする。
第35条　準拠法，友誼的仲裁人
１．仲裁廷は，紛争の実質に適用されうる，両当事者により指定された法規則を
適用するものとする。両当事者によるそのような指定がなければ，仲裁廷は，
適宜であると決定する法を適用するものとする。
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２．仲裁廷は，両当事者が仲裁廷を友誼的仲裁人（amiable compositeur）また
は衡平と善（ex aequo et bono）として決定することを明示的に許容したとき
に限り，友誼的仲裁人または衡平と善として決定するものとする。
３．すべての場合に，仲裁廷は，存在するとすれば，契約書の条項にしたがい決
定し，また，取引に適用されるすべての商慣習を考慮に入れるものとする。
第36条　和解または終結の他の理由
１．仲裁判断がなされる前に，当事者が紛争の解決に合意するときには，仲裁廷
は，仲裁手続の終了の命令を下すか，もしくは，当事者により求められ，かつ，
仲裁廷に承認されたときには，合意された条項を盛り込んだ仲裁判断の形式で
解決を記録することの，いずれかをなすものとする。
２．仲裁判断がなされる前に，仲裁手続の継続が前項に記載しない理由で不必要
または不可能となるときには，仲裁廷は，手続の終了命令を下すその意思を両
当事者に通知するものとする。仲裁廷は，そのような命令を下す権限を有する。
ただし，決定する必要がある事項が残存し，かつ，仲裁廷が決定することが適
宜であると考慮するときは，この限りでない。
３．仲裁人により署名された，仲裁手続終了命令または合意条項を包含する仲裁
判断書の謄本は，仲裁廷より当事者に送達されるものとする。合意条項を包含
する仲裁判断がなされたときには，第34条第２，４ならびに第５項の規定が適
用されるものとする。
第37条　仲裁判断書の解釈
１．仲裁判断書の受領後30日以内に，当事者は，他の当事者への通知書を添付し
て，仲裁廷が仲裁判断の解釈をなすことを要請することができる。
２．その解釈は，要請書の受領後45日以内に，文書で与えられるものとする。そ
の解釈は仲裁判断書の一部を構成し，また，第34条第２ないし第６項が適用さ
れるものとする。
第38条　仲裁判断書の訂正
１．仲裁判断書の受領後30日以内に，当事者は，他の当事者への通知書を添付し
て，仲裁廷に仲裁判断書における計算の誤り，事務上のまたはタイプ印刷の誤
り，もしくは，同じ性質の誤りや遺漏を更正するよう要請することができる。
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仲裁廷が，その要請が正当化されると考慮するときには，その要請の受領後45
日以内に更正するものとする。
２．仲裁廷は，仲裁判断の送達後30日以内に，自らの発意でそのような更正をな
すことができる。
３．そのような更正は，文書でなされるものとし，仲裁判断書の一部を構成する
ものとする。第34条第２項ないし第６項の規定が適用されるものとする。
第39条　追加的仲裁判断
１．終了命令または仲裁判断書の受領後30日以内に，当事者は，他の当事者に
通知して，仲裁手続において主張されたが仲裁廷により決定されなかった請求
に関して仲裁判断または追加的仲裁判断をなすよう仲裁廷に要請することがで
きる。
２．仲裁廷が仲裁判断または追加的仲裁判断の要請を正当化されると考慮すると
きには，仲裁廷は，要請の受領後60日以内にその仲裁判断をなし，または，補
完するものとする。仲裁廷は，必要があるときには，仲裁判断をなす期限を伸
張することができる。
３．そのような仲裁判断または追加的仲裁判断がなされたときには，第34条第２
項ないし第６項の規定が適用されるものとする。
第40条　費用の定義
１．仲裁廷は，最終的な仲裁判断書において，また，仲裁廷が適宜であると思料
するときには，他の決定書で仲裁費用を定めるものとする。
２．「費用」の用語には，以下に掲げるものだけを含む。
（ａ）第41条にしたがい，各仲裁人に関して別個に定められるべき，また，仲
裁廷自体により定められるべき仲裁廷の料金
（ｂ）仲裁人により負担された相当な旅費および他の費用
（ｃ）仲裁廷により求められた鑑定意見および他の扶助の相当な費用
（ｄ）仲裁廷によりそのような費用が是認される範囲で，証人の旅費および他
の費用
（ｅ）仲裁廷が，その費用額が相当であると決定する範囲で，仲裁に関連して
当事者により負担された法律上および他の費用
（ｆ）常設裁判所の事務総局の料金と費用と同様に任命する機関の料金と費用
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３．第37条ないし第39条の下で仲裁判断の解釈，構成または追完に関連して，仲
裁廷は第２項（ｂ）ないし（ｆ）に言及された費用を負担させることができる
が，いかなる追加的料金も課することはできない。
第41条　料金と仲裁人の報酬
１．仲裁人の料金と費用は，紛争の金額，事項の複雑さ，仲裁人により消費され
た時間および事件の関連する他のすべての状況を考慮して，金額において相当
であるものとする。
２．任命機関が存在するとき，かつ，任命機関が国際的な事件における仲裁人の
ための報酬を決定するための図式または特別の方法を適用し，または。適用す
ると言明したときには，仲裁廷は，報酬を定める際に，事件の状況において適
宜であると考慮する範囲で，算定する図式または方法を考慮するものとする。
３．その確立の後で，仲裁廷は，迅速に，当事者に対して，仲裁廷が適用する意
図を有するすべての評価額を含めて，その報酬と費用を決定する目論見である
かに関して，通知するものとする。その提案後15日以内に，当事者は，任命機
関に再審査の提案をなすことができる。その要請の受領後45日以内に，任命機
関は，仲裁廷の提案が第１項と一致しないと認定するときには，それに必要な
調整をなすものとする。その調整は，仲裁廷に拘束力を有するものとする。
４．（ａ）第40条第２項（ａ）および（ｂ）にしたがい定められた報酬と費用に
ついて当事者に報告するときに，仲裁廷は，また，通知された金額が計
算された方法を説明するものとする。
（ｂ）仲裁廷による報酬と費用の決定書の受領後15日以内に，当事者は，任
命機関にその決定の再審査を求めることができる。いかなる任命機関も
合意されず，また，指名されないとき，もしくは，任命機関が本規則に
定められた期間内に再審査することを懈怠するときには，その再審査は，
常設裁判所の事務総長によりなされるものとする。
（ｃ）任命機関または常設裁判所の事務局長が，仲裁廷の決定は第３項の下
での仲裁機関の提案（また，それの再調整）と一致していない，もしく
は，他の理由で明らかに過度であると認定するときには，その要請書の
受領後45日以内に，仲裁廷の決定に第１項の基準を満たすために必要な
何らかの調整をなすものとする。すべてのそのような調整は，仲裁廷に
拘束力を有するものとする。
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（ｄ）すべてのそのような調整は，仲裁廷によりその仲裁判断書に包含され
るか，または，仲裁判断書がすでに出されたときには，第38条第３項の
手続が適用される仲裁判断の更正で実施されるかの，どちらかであるも
のとする。
５．第３項と第４項の下での手続を通して，仲裁廷は，第17条第１項にしたがい，
仲裁の手続をなすものとする。
６．第４項の下での要請は，仲裁廷の報酬と費用以外に，仲裁判断の決定に影響
してはならない。また，仲裁廷の報酬と費用の決定に関すること以外に，仲裁
判断のすべての部分の承認と執行を遅滞させてはならない。
第42条　費用の割当
１．仲裁の費用は，原則として，不成功に終わった当事者により負担されるもの
とする。しかし，仲裁廷は，事件の状況を考慮に入れて，割当が相当であると
決定するときには，当事者間でその費用の各々を割り当てることができる。
２．仲裁廷は，最終的な仲裁判断書で，または，適宜であると思料するときには，
他の仲裁判断書で，費用の割当に関する決定の結果として，一方当事者が他の
当事者に支払うべき金額を決定するものとする。
第43条　費用の寄託
１．仲裁廷は，その設置に際して，当事者に，第40条第２項（ａ）ないし（ｃ）
に言及される費用に等しい額を予め寄託するよう求めることができる。
２．仲裁手続の進行する，仲裁機関は，当事者からの補充的な寄託金を求めるこ
とができる。
３．任命機関が合意されまたは指定され，また，当事者が要請し，かつ，任命機
関が職務を遂行することに同意するときには，仲裁廷は，任命機関とに諮問し
た後でのみ寄託金または補充的な寄託金の額を定めることができる。任命機関
は，その寄託金また補充寄託金の額に関して適宜であると思料すると，仲裁廷
に意見を述べることができる。
４．要請の受領後30日以内に，求められた寄託金が支払われなかったときには，
仲裁廷は，当事者の１名ないし数名が求められた支払をなすことができること
を，規則にしたがい当事者に通知することができる。その支払がなされてない
ときには，仲裁廷は仲裁手続の延期または終了を命ずることができる。
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５．終了決定または最終的仲裁がなされた後で，仲裁廷は，当事者に受領された
寄託金の計算書を交付し，また，当事者に預け過ぎの残額を返還するものと
する。
附則
契約のためのモデル仲裁条項
本契約，または，本契約の違反，終了もしくは無効から，または，関連して生ず
る， すべての紛争，論争もしくは請求は，国連商取引委員会の仲裁規則にしたが
い，仲裁により解決されるものとする。
註．当事者は付加する事項を考慮すべきである。
（ａ）任命機関は，［施設または個人の氏名］であるものとする。
（ｂ）仲裁人の数は，［１名または３名］であるものとする。
（ｃ）仲裁地は，［都市また国］であるものとする。
（ｄ）仲裁手続で使用される言語は，［　　］であるものとする。
可能な放棄の記載
註．当事者が準拠法の下で利用できる，仲裁判断に対する救済を排除することを
望むときには，その排除の有効性と条件が準拠法に依存している事を考慮して，以
下に示唆するようなそのための規定を付加することを考慮することができる。
放棄
当事者は，本条により，仲裁判断に対して，すべての裁判所または他のすべて
の管轄を有する機関にすべての態様の救済を求める権利を，準拠法の下で放棄が
有効になされうる限りで，放棄する。
規則第11条による独立性のモデル陳述書
開示する状況にないこと
私は，各々の当事者に公平であり，かつ，独立しております。また，私はそう
あり続ける所存です。私の知る限りでは，私の公平性または独立性に関して正当
化しうる疑念を生じさせるような，過去または現在のいかなる状況も存在致しま
せん。私は，当事者および仲裁人に，仲裁の継続中，私の関心を後発的に惹くす
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べてのそのような状況について迅速に通知いたします。
開示する状況
私は，各々の当事者に公平であり，かつ，独立しております。また，私はそう
あり続ける所存です。国連商取引委員会仲裁規則の第11条にしたがいなされた
（ａ）私の過去と現在の職業，仕事および当事者との他の関係，また，（ｂ）他の
すべての関連する状況［陳述を挿入する］陳述が添付されております。
私は，これらの状況が私の公平性と独立性に影響を及ぼさないと確信いたしま
す。私は，当事者および仲裁人に，仲裁の継続中，すべてのそのような関係また
状況について迅速に通知いたします。
註．当事者は，仲裁人から独立性の陳述に，以下に掲げる付記を求めることを考
慮することができる。
私は，私に現在利用できる情報に基づいて，勤勉に，効果的にまた本規則の期限
にしたがい，本仲裁を行うために必要な時間を提供することを確約いたします。
【付記】
本翻訳は，平成23～25年度の文科省科学研究費補助金（基盤研究）（Ｃ）の交付を
受けた「日本と韓国における知的財産権を巡る紛争解決システムについて」につい
て論究する資料として訳出されたものである。
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